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教育費は親が負担するのは当たり前？
～世界標準から見た日本の教育費事情～

（出所）「諸外国の教育統計」（平成29年版：文部科学省）を基に
三井住友トラスト・アセットマネジメント作成

【図１】大学入学時の学費（初年度全国平均）

10月からの消費税率引き上げによる財源を活用した「高等教育の無償化」が2020年4月から実施され

る運びとなりました。老後資金問題で頭を悩ます現役世代にとって、子供の教育費負担（特に高等教育）の

問題もまた切実な問題です。では、そもそも日本は世界と比較した場合、親の教育費負担はどのくらい重

いものなのでしょうか？

日本では教育費は親が負担するのが当たり前だが・・

1/3

【図1】は大学入学時に必要な年間の学費について国際比

較したものです。日本は高等教育段階での授業料などが

OECD（経済協力開発機構）加盟国の中でも米国に次いで

最も高い国の一つだと言われています。欧州などはほとんど

が国立大学であり、入学金や授業料は免除されているのは

驚きです。これは元々、日本では「子供の教育は自己責任で

行うべし」との考え方が根強いためと思われます。特に大学

などの高等教育に対して、国が支出する教育費の割合など

は先進国でも最低水準であることはよく知られています。こ

れは裏を返せば、それだけ高等教育における家計負担の割

合が高いということです。

※為替換算値は文部科学省が設定 ※英国、フランス、ドイツは
※大半が国立の為、私立のデータはなし。

【図2】高等教育（大学等）への家計負担割合

（OECD主要国比較 2014年）

（出所）「Education at a Glance 2017」（OECD）を基に三井住友トラスト・アセットマネジメント作成

【図２】は高等教育にかかる家計負担の割合を見たものですが、日本の負担率は51％と主要国中トップで

す。これは世界標準から見て、日本の学生やその家族には教育について非常に重い経済的な負担が生じて

いることを示しています。

日本は高等教育支出に

おける家計負担割合が

多い！
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【図3】国の支出のうち奨学金が占める割合

（OECD主要国比較 2011年）

日本の学生は給付型奨学金があまり受けられない？

また充実した学生生活を送るうえで、「奨学金」の存在は重要です。

以前にも、国の奨学金を返済できず自己破産した人のうち、その半分近くが保証人である親や親族だった

というショッキングなニュースがありました。米国などは公的支出による奨学金制度が充実していると言わ

れていますが、日本はどうでしょうか？

最新のデータではありませんが、【図3】は大学の奨学金にどの程度国費をまわしているのかを国際比較

したものです。日本の奨学金は、その大半は「貸与型」であり、「給付型」の割合が極端に低いことが分かり

ます。日本の奨学金は、米国で言う「学生ローン」が大半であるということです。政府が、2020年からは低所

得者に限定して、「給付型奨学金」の支給額増額措置を実施するのにはこのような背景があるわけです。
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（出所）「Education at a Glance 2014」（OECD）を基に三井住友トラスト・アセットマネジメント作成

学ぶ意欲がありながら学費を用意できない学生を支援するために作られた今回の「高等教育の無償化」

制度。進学によって生涯賃金を上げることを目指してもらい、格差の固定化を防ぐことが主な目的です。

従って実際に恩恵を受けるのは、住民税がかからない世帯と所得が少ない世帯です。意義のある制度では

ありますが、全ての子供たちが対象とはなっていません。

やはり我が子にしっかりと学んで欲しいと考えるのならば、せめて私立大学における平均的な学校納付金

ほどの金額は用意した方がよいのではないでしょうか。

子供達の明るい未来のために安定財源が必要！

日本は給付型の割合が

極端に少ない！
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 当資料は三井住友トラスト・アセットマネジメントが投資判断の参考となる情報提供を目的として作成したものであり、金融
商品取引法に基づく開示書類ではありません。
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す。したがって、投資元本や利回りが保証されるものではありません。ファンドの運用による損益は全て投資者の皆様に帰
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表元に帰属します。

3/3


